
大阪府中小企業団体中央会

Osaka Federation of Small Business Association

団体協約による価格転嫁交渉について

2024年9月5日

トラック輸送における取引環境・労働時間改善

大阪府地方協議会

大阪府中小企業団体中央会 専務理事 柴田 昌幸

資料５
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設 立 昭和31年1月31日
中小企業等協同組合法及び中小企業団体の組織に関する法律に基づいて設立された特別認可法人

会員数 １，８１５（組合：６９９、団体・企業等：１，１１６）※令和６年３月３１日時点
会員は、事業協同組合、事業協同小組合、企業組合、信用協同組合、商工組合、協業組合、商店街振興組合
及びこれらの連合会、その他の中小企業関係団体等

概 要 主な活動目的は、中小企業の組織化を推進し、その強固な連携による共同事業を推進することによって、
中小企業の振興発展を図ること。
具体的な活動として、中小企業組合の設立・運営の支援のほか、生産性向上、事業承継や働き方改革など
中小企業の様々な経営課題に対する支援を行っています。

その他 中小企業団体中央会は、各都道府県ごとに1つの中央会と､
都道府県の中央会をとりまとめる全国中小企業団体中央会があります。

大阪府中小企業団体中央会について
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〇中央会会員の価格転嫁の状況

「価格転嫁を実現した」と回答した事業所は約６割だが、

「人件費の転嫁」は約３割のみ。

２

原材料費、人件費等の増加による販売・受注価格への転嫁状況（%） 原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁の内容（%）（複数回答可）

価格転嫁の現状について（全国中央会 令和5年7月調査）
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中小企業組合による団体協約の活用

３

中小企業庁作成資料より
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団体協約に関する最近の動き

４

中小企業庁作成資料より
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団体協約の締結に関する調査結果①（全国中央会 令和5年９月調査）

５
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団体協約の締結に関する調査結果①（全国中央会 令和5年９月調査）

〇協約の締結による交渉で困った点

・運輸業界においては各組合員の輸送形態が異なるため、一律に運賃交
渉するのは難しい。（山口県 一般貨物自動車運送業）

〇価格転嫁対策として求められる制度や支援策
・燃料代が高騰し収益を圧迫している中、2024年4月から適用されるドライ
バーの労働時間規制で高速道路の利用が増え、高速代経費増でさらに収
益を圧迫する。営業ナンバーの高速利用料補助制度を求める。（山口県 一般貨
物自動車運送業）

・運送代金への軽油価格高騰分の価格転嫁交渉は難しくなっている。運送
事業者個々の交渉が中心となっており、県・全国的な交渉ができる何か支
援があればと思う。（広島県 運輸業）

＜価格転嫁交渉に関する事業者の生声＞（運輸業関係）

６
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